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要旨：レディーミクストコンクリート工場を対象としたアンケート調査から再生骨材コンク

リートの普及にむけた課題を整理した。また，骨材置換法による再生粗骨材コンクリートの

建築構造物への適用事例に基づき，相対品質値法による材料設計手法の概要およびコンクリ

ートの品質管理結果について報告する。更に，実機製造によるコンクリートの性状を明確に

することが必要となる国土交通大臣認定において，室内試験結果を有効に活用し，材料設計

への反映を行うことを目的に，実機試験と室内試験による圧縮強度差の確認を行った。 
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1. はじめに 

 コンクリート構造物の解体に伴い発生する解

体コンクリート塊の有効利用については，近年

その重要性が高まってきている。解体コンクリ

ート塊のリサイクルは，現状では道路用路盤材

としての利用が主体であるが，今後，解体コン

クリート塊の発生量増加に対し，路盤材の需要

はそれほど増加しないことが予想され，他の有

効な用途の開発が急務となっている。その一つ

にコンクリート用骨材としての利用が挙げられ

ており，高品質再生骨材Hが 2005年 3月にJIS化

された。更に，中品質，低品質の再生骨材につ

いても近い将来でのJIS化が検討されている1)。 

再生骨材の利用方法は，大別すると，高度処

理によりその品質を高めて利用する方法(骨材精

製法)と，比較的簡便な処理により製造した中・

低品質の再生骨材を普通骨材と混合・置換して

利用する方法(骨材置換法)がある。 

筆者らは，リサイクル促進のための課題であ

る再生骨材製造時のコストおよび環境負荷の低

減が可能な方法として，かねてより骨材置換法

について検討を行ってきている2),3)。この骨材置

換法により再生粗骨材コンクリートを製造する

場合，性能評価指標として相対品質値法により

材料設計を行うことが必要となる2),3)。 

本報告では，レディーミクストコンクリート

工場(生コン工場)を対象としたアンケート調査

から再生骨材コンクリートの普及にむけた課題

を整理した。また，骨材置換法による再生粗骨

材コンクリートの建築構造物への適用事例に基

づき，相対品質値法による材料設計手法の概要

およびコンクリートの品質管理結果について報

告する。更に，実機製造によるコンクリートの

性状を明確にすることが必要となる国土交通大

臣認定において，室内試験結果を有効に活用し，

材料設計への反映を行うことを目的に，実機試

験と室内試験による圧縮強度差の確認を行った。 

 

2. 再生骨材コンクリート製造の現状と課題 

2.1 既往のアンケート調査結果 

再生骨材コンクリート製造への対応について

は，1992 年の建設省総合技術開発プロジェクト

(総プロ)で実施されたアンケート調査によると4)，

「既存設備で十分対応可能」との回答が全体の

7%(12社/161社)であった。1996年には筆者らが

同様の調査を京浜地区の生コン工場を対象に実

施した結果5)，「無条件で対応可能」との回答は

全体の 42.3%(11 社/26 社)にまで達した。更に，

「貯蔵設備等の条件さえ整えば対応可能」との

回答(全体の 42.3%)も合わせると，「製造可能」
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との回答が全体の 84.6%となり，再生骨材コンク

リート製造に対するコンクリート製造側の考え

は大きく変化してきている。 

2.2 アンケート調査結果 

(1)調査概要 

本調査は，関東地区(東京，神奈川，千葉，群

馬，栃木)の生コン工場 28社を対象に行った。 

内容は主として，「既存の製造設備・実績」，「再

生骨材コンクリート製造に関する方針」，「製造

に対する課題」とした。 

(2)調査結果 

本調査結果は，図－１に示す通り 67.9％の工

場が「製造可能」と回答した。一方，平均月出

荷量が比較的少ない工場では，「再生骨材コンク

リートの製造は困難」との回答が多かった。 

再生骨材コンクリートの製造方針は，53.6%が

「条件によって製造」と回答しており，その課

題として，価格，出荷量確保，貯蔵設備確保が

挙げられている。再生骨材コンクリートの製造

に際しては，再生骨材専用のサイロもしくはス

トックヤードが必要となるが，予備の設備を所

有している工場は 42.9%であり，この条件を満足

することが再生骨材コンクリートを製造する上

での必要条件となる。一方，「再生骨材コンクリ

ートの製造が困難」と回答した工場では，「貯蔵

設備がない」という回答が多く，この結果から

みても貯蔵設備の確保が課題となる。 

既往の調査結果4),5)と本調査の主な相違点は，

生コン製造業界における需給ギャップ問題によ

る生産集約化や設備削減が反映された結果にな

った。この対応としては，再生粗骨材の現場投

入方式5)のように，現場内で再生粗骨材を貯蔵し，

アジテータ車に投入する方式等が考えられる。 

 

3. 建築構造物への適用 

3.1 再生粗骨材コンクリートの概要 

骨材置換法による再生粗骨材コンクリートは，

表－１，表－２に示す 2 件の国土交通大臣認定

(大臣認定)を取得し，建築構造物に適用されてい

る。再生粗骨材は，コストおよび環境負荷低減

-1494
10
00

-30
00

30
00

-50
00

50
00

-80
00

80
00

-10
00

0

10
00

0-1
50

00

15
00

0-2
00

00

20
00

0-3
00

00
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11

月出荷量と製造方針

再生コンクリート製造方針

 積極的に製造        14.3%
 条件によって製造   53.6%
 製造困難               32.1%

個
数

出荷量（m3）

 

技術支援
8.11%

品質担保
8.11%

価格
32.4% 出荷量確保

24.3%

ｽｹｼﾞｭｰﾙ調整
5.41%

再生骨材コンクリート製造の条件
(「条件によって製造」と回答した工場対象)

貯蔵設備の確保
21.6%

骨材貯蔵設備の予備(全工場対象)

ない
57.1%

ある
42.9%

再生骨材コンクリートの製造が困難な理由
(「製造困難」と回答した工場対象)

その他
7.14%

メリットなし
7.14%

再生骨材が他製品に混入する
7.14%

他製品出荷量過多
14.3%

貯蔵設備がない
57.1%

調合計画が複雑
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図－1 アンケート調査結果 

等のため，現場内で汎用の可動式破砕機によっ

て製造した。この場合，粒度調整の管理および

品質低下の要因となる土，仕上げ材等の不純物

混入防止が課題となるため，破砕機の回転速度

を調整することにより粒度調整の管理を行い，

更に，水洗いおよびふるいを十分かけると共に，

不純物を除去するための作業員を最終工程に配

-



表－１ 再生粗骨材コンクリートの適用建物 
記号 大臣認定取得日

（認定番号） 
大臣認定種別 適用部位

打設量
(m3) 

P1 2002. 1.18 
(MCON-0171) 

個別 
（建物，部位限定） 

基礎、 
地中梁 約 200

P2 2004. 9.15 
(MCON-0979) 一般 基礎、地

中梁・壁
約 1,000

表－２ 再生粗骨材コンクリートの種類 
設計基準強度 

(N/mm2) 適用 ｾﾒﾝﾄ 
種類 

Gmax 
(mm) 

再生粗骨材 
置換率 

(%) 
混和剤 
種 類 

ｽﾗ 
ﾝﾌﾟ 

(cm) 21 24 27 30 33
P1 N 20 30 AE減水剤 18 － ○ － － －

15 ○ ○ ○ ○ ○30 AE減水剤 18 ○ ○ ○ ○ －
15 ○ ○ ○ ○ ○50 AE減水剤 18 ○ ○ ○ ○ －
15 － ○ ○ ○ ○30 高性能 

AE減水剤 18 － ○ ○ ○ ○
15 － ○ ○ ○ ○

N 

50 高性能 
AE減水剤 18 － ○ ○ ○ ○

30 AE減水剤 15 ○ ○ ○ － －

P2 

L 

20 

50 AE減水剤 15 ○ ○ ○ － －

N；普通ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ，L；低熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ  

表－３ 原コンクリートおよび再生粗骨材の品質  
種
別 項目および諸元  基準値 P1 P2 

(RG1)
試験用*

(RG2) 
経年(年) ― 約 40 約 40 約 40 

構造物種類  ― 火力発電所 
機械架台 

火力発電所
機械基礎 

事務所  
建物壁  

設計基準強度 
(N/mm2) ― 21 不明  18 

原
コ
ン
ク
リ
ー
ト コアの圧縮強度  

(N/mm2) 18以上 18.7~54.5 27.0~46.9 19.2 

骨材最大寸法(mm) ―  20 20 20 25
粗粒率（F.M.） 6.60±0.20 6.89 6.52 6.44 6.63
絶乾密度   (g/cm3) 2.20以上 2.28 2.30 2.25 2.23
吸水率     (%) 8.0以下 6.59 6.22 6.02 7.15
実積率     (%) 55以上 60.2 60.5 59.8 －

安定性     (%) 37以下 35.9 36.0 31.1 34.9
微粒分量   (%) 3.0以下 0.3 2.1 1.3 2.2

再
生
粗
骨
材 
すり減り減量 (%) 40以下 32.3 28.9 24.7 33.6

*後述の実機試験に使用  

置した3)。これら再生粗骨材の品質，再生粗骨材

コンクリートの調合は表－３，表－４に示す通

りであり，表－４中のT1は，P2の近傍で施工と

同時に打設した長期性状確認用の試験体に用い

たコンクリートの調合である。なお，表－５に

再生粗骨材中に含まれる不純物量を示すが，コ

ンクリート用再生骨材H(JIS A 5021)で許容され

る不純物量に比べて 1/10～1/100程度であった。 

3.2 相対品質値法による材料設計 

相対品質値法による材料設計では，まず使用

する各種骨材の物性値，表－６に示した調合上

の絶対容積から式(1)に示す相対品質値Qtを算出

する(本報告では再生細骨材に対応するものは除

く)。物性値には，再生骨材コンクリートの設計

表－４ 再生粗骨材コンクリートの調合 
単位量（kg/m3） 

適
用

種類 
再 生
粗骨材
置換率*

(％) 

W/C
(%) 水 ｾﾒﾝﾄ 砂 砕砂 砕石 再生 

粗骨材
混和剤

P1 27-18-20-N 30 49.4 183 370 720 － 713 273 1.48
27-18-20-N 30 53.0 176 332 481 336 683 266 3.59
27-15-20-N 30 53.0 170 321 475 330 707 276 3.47
27-15-20-L 30 58.0 160 276 517 359 707 276 2.98P2
36-15-20-L 30 40.0 161 402 455 316 707 276 4.34

30 53.0 176 332 481 336 683 266 3.59T1 27-18-20-N 50 53.0 176 332 481 336 489 442 3.59

*調合に定めた粗骨材容積に対する再生粗骨材容積の割合 
 P1)砂；富津産山砂(表乾密度 2.60g/cm3,吸水率 1.80%) 
 砕石；山口県伊佐産砕石(表乾密度 2.69g/cm3,吸水率 0.35% 
 P2)砂；市原産山砂(表乾密度 2.57g/cm3,吸水率 1.85%) 
 砕砂；高知県鳥形山産砕砂(表乾密度 2.68g/cm3,吸水率 1.35%) 
 砕石；高知県鳥形山産砕石(表乾密度 2.70g/cm3,吸水率 0.34%) 
 混和剤；リグニン系 

表－５ 再生粗骨材中の不純物量 
不純物の種類 上限値*

（%） 
RG1
（%）

RG2
（%）

タイル，レンガ，陶磁器類， 
アスファルトコンクリート塊 2.0 0.007 0.107

ガラス片 0.5 0.000 0.000
石こう及び石こうボード片 0.1 0.003 0.100
その他無機系ボード 0.5 0.004 0.000
プラスティック片 0.5 0.005 0.024

木片，紙くず，アスファルト塊等 0.1 0.004 0.050
その他（参考値） － 0.007 0.047

不純物量の合計（全不純物量） 3.0 0.03 0.33
＊JIS A 5021に規定される不純物の上限値(質量比)  

表－６ 再生粗骨材コンクリートの調合例 
単位量（kg/m3） W/C

（％）

再生粗骨
材置換率*

(％) 水 ｾﾒﾝﾄ 砂 砕砂 砕石 再生 
粗骨材

混和剤

0 185 463 393 273 994 ― 4.63
30 185 463 393 273 697 268 9.2540
50 185 463 393 273 497 449 9.25
0 177 354 463 322 988 ― 3.54

30 177 354 463 322 691 268 3.5450
50 176 352 463 322 494 447 3.52
0 175 292 499 346 983 ― 2.92

30 175 292 499 346 689 266 2.9260
50 175 292 499 346 491 444 2.92

 
*骨材物性値は表－3中の P2と同様  
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 図－２ 相対品質値法による材料設計の例
   (P2における材料設計結果)



表－７ P1，P2における品質管理結果 
フレッシュコンクリートの性状 硬化コンクリートの性状 

試験回数(回) 適用 
項目 1 2 3 4 5 6 

所要値 
(目標値) 項目 養生方法 

試験方法 試験値
所要値

(目標値)
ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 20.5 20.0 20.0 (20±2.5) 標準 34.3 27以上
空気量(%) 4.6 4.4 4.6 (5.0±1.5)

圧縮強度(28日) 
(N/mm2) 現場水中 33.7 27以上

温度(℃) 28.0 28.5 30.0 (35℃以下)
出
荷
時 塩化物量(kg/m3) － 0.08 － (0.3以下)

ヤング係数(28日) 
(kN/mm2) 現場水中 28.8 (23以上)

ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 18.5 18.5 17.0 18±2.5
空気量(%) 4.1 4.5 4.5 4.5±1.5

促進中性化深さ 
(26週 )(mm) JIS A 1153 16.7 (25以下)

温度(℃) 30.0 31.0 32.0 35℃以下
単位水量(kg/m3) － 187 － 198以下

P1 

採
取
箇
所
に
よ
る
変
動 

荷
卸
時 

塩化物量(kg/m3) － 0.05 － 

 

0.3以下
長さ変化率(26週) 

(×10-6) JIS A 1129 676 (800以下)

ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 18.5 18.5 19.5 (20±2.5) 1 30.4 
空気量(%) 5.2 4.6 4.4 (4.5±1.5) 2 33.6 

出
荷
時 温度(℃) 20.0 20.0 20.0 － 3 32.9 

ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 18.0 17.5 18.5 18±2.5 4 33.1 
空気量(%) 4.6 3.8 3.9 4.5±1.5 5 33.6 

荷
卸
時 

温度(℃) 20.0 20.5 21.0 － 

圧縮強度
(28日)

(N/mm2)

日
変
動
把
握 

6 

標準 

32.1 

27以上

ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 17.0 16.5 18.5 － 1 27.5 
空気量(%) 4.0 3.9 4.1 － 2 27.3 

採
取
箇
所
に
よ
る
変
動 筒

先 温度(℃) 20.0 21.0 21.0

 

－ 3 27.1 
ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 17.0 17.0 17.5 18.0 17.0 17.0 18±2.5 4 27.7 
空気量(%) 4.7 4.0 4.5 4.4 4.7 4.4 4.5±1.5 5 27.7 

単位水量(kg/m3) 174 181 181 185 180 179 (176) 

ﾔﾝｸﾞ係数
(28日)

(kN/mm2)

日
変
動
把
握 6 

標準 

28.5 

― 

再生粗骨材 
混入率*(%) 29 33 30 29 28 30 (30) 1 31.3 

P2 

日
変
動
把
握 

不純物量(%) 0.000 0.000 0.002 0.000 0.004 0.000 － 
ｺｱの圧縮強度
(28日)（N/mm2） 2 31.6 

27以上

ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 18.5 18±2.5
空気量(%) 5.4 4.5±1.5

圧縮強度(28日)  
（N/mm2） 現場水中 31.9 27以上

温度(℃) 32.5 ― 

再 生 
粗骨材 
混入率 

30% 塩化物量(kg/m3) 0.03 0.25以下
凍結融解試験の 
耐久性指数(D.F.) JIS A 1148 84.8 ― 

ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 19.0 18±2.5
空気量(%) 4.5 4.5±1.5

圧縮強度(28日)  
（N/mm2） 現場水中 32.2 27以上

温度(℃) 33.0 ― 

T1 
再 生 
粗骨材 
混入率 

50% 塩化物量(kg/m3) 0.04 

 

0.25以下
凍結融解試験の 
耐久性指数(D.F.) JIS A 1148 68.3 ― 

*再生粗骨材混入率 8)；粗骨材容積に対する再生粗骨材容積の割合(品質管理用値

基準強度が 18～36N/mm2であれば，原モルタル

混入の影響を明確に示す骨材物性値の一つとし

て，骨材の吸水率(あるいは絶乾密度)を用いる。

なお，設計基準強度が 36N/mm2を超える場合は，

B.S. 400kN破砕値による評価もあわせて行う6)。 

次に，図－２に示したようにQt(骨材の吸水率

による相対品質値：相対吸水率)と表－７に示し

たコンクリートの圧縮強度，長さ変化率，促進

中性化深さの試験値との相関を求め，長さ変化

率や促進中性化深さとの関係式(回帰式)から要

求品質としての閾値(品質上の目標値：図－２の

ケースでは長さ変化率 800×10-6，促進中性化深

さ 25mm)に対応する相対吸水率：Qt-lim(=2.93%)

を求める。このQt-limの値を用い，圧縮強度の試

験値との関係式から，同強度域(W/C)に対する調

合強度範囲の上限値を求めることで，所要品質

を満足するコンクリートを得ることができる。 

  
dcba

dNQcNQbGQaGQ
Q  (1) rvrv

t +++
×+×+×+×

=

ここで，Qtは骨材の相対品質値，QvGは普通粗骨

材の物性値，QvNは普通細骨材の物性値，QrGは

再生粗骨材の物性値，QrNは再生細骨材の物性値，

a,b,c,dは各骨材の絶対容積(l/m3)である。 

3.3 品質管理結果 

P1では，所定の品質管理項目(スランプ，空気

量，コンクリート温度，塩化物量，強度)に加え，

高周波加熱乾燥法による単位水量の測定，乾燥

収縮および促進中性化の試験を実施した7)。 

再生粗骨材コンクリートのフレッシュ性状お

よび硬化性状は表－７に示す通りであり，いず

れの所要品質も満足する結果が得られた。また，

ヤング係数、促進中性化深さや乾燥収縮による

長さ変化率も要求品質を満足しており，相対品

質値法による材料設計の妥当性が確認された。 

 P2 では，所定の品質管理項目に加え，試料採

取箇所によるフレッシュ性状の変化を出荷時，

荷卸し時およびポンプ筒先の 3 ヵ所において確

認した。更に，185m3/日の再生粗骨材コンクリー

ト出荷量に対して単位水量，再生粗骨材の混入

率8)，コンクリート中の不純物量等の変動をコン

クリート出荷時に確認した。その結果、P2 にお

いても所定の品質管理値はいずれも所要値を満

) 
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足する結果が確認された。その他の試験値も表

－７に示す通りであり，表中に示した再生粗骨

材混入率は，洗い出し選別法(分別なし)8)による

測定結果である。P2 で使用した再生粗骨材コン

クリートは，試料採取箇所における品質変動が

小さく，施工性を確保するのに十分なスランプ

保持性能が得られた。また，同日打設における

品質変動も小さいことが確認された。 

 

4. 室内試験と実機試験の性状比較 

国土交通大臣認定では，当該コンクリートの

品質，製造，管理について明確にする必要があ

る。その評価は，生コン工場の実機試験が主体

となるが，室内と実機試験の各々から得られた

試験結果の関連性を明確にすることで，室内試

験データを有効に活用することが可能となる。 

4.1 試験概要 

実機試験を実施した生コン工場は関東地区の

3工場(A，B，C)であり，A工場では表－３に示

す RG1，Bおよび C工場では RG2の再生粗骨材

を使用した。室内試験では，AE減水剤を使用し

たケースでW/C=40，50，60%の 3水準，高性能

AE減水剤のケースでW/C=30，37.5，45% (A工

場では 35，40，45%)の 3水準とし，実機試験で

は上記範囲の 1～3水準の水セメント比とした。 

使用材料は，生コン工場で通常使用している

ものであり，セメントは，普通ポルトランドセ

メント(N)，低熱ポルトランドセメント(L)の 2種

類を使用した。上記 3 工場における実機試験お

よび室内試験から得られたセメント水比(C/W)

と圧縮強度の関係を図－３，図―４に示す。図

－３は，製造方法の違いによる変動の程度を確

認するため A 工場の普通コンクリートについて

示したものであり，図－４は，各工場における

再生粗骨材コンクリートの結果を示したもので

ある。なお， A 工場では P2 への納入実績があ

るため，この試験値も併記した。 

4.2 室内と実機の強度差を考慮した調合検討 

実機試験による圧縮強度は，室内試験の場合

に比べて，普通コンクリート，再生粗骨材コン

1.5 2.0 2.5 3.0

20

40

60

変動：7.3%

室内試験値を10%低減した水セメント比
算定式 (安全側の評価）

室内試験値に基づいた
水セメント比算定式

C/W 

 室内試験値
 出荷時試験値
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材
齢
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強
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/
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図－３ 普通コンクリートの室内と実機の強度差
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材齢28日

8.0%
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(N,置換率30%,AE減水剤)
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10.2%

(N,置換率50%,AE減水剤)

材齢28日

9.3%

(N,置換率50%,AE減水剤)(N,置換率50%,AE減水剤)

 室内試験値(Gmax=25mm)
 実機試験値(Gmax=25mm)

 
B工場 5.7%

材齢28日

6.3% 

C工場

図－４ 再生粗骨
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範囲にある。一

な大型ミキサと
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5 3.0 3.5 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

.5 3

 室内試験値の水セメント比算定式
 室内試験値を10%低減した水セメント比算定式

0%,高性能)

 

材齢91日

A工場

(L,置換率30,50%,AE減水剤)

2.7%

材コ

度 (N
 3
 ▲

=56.8

=51.8
=47.2

=43.5

計結

若干

であ

般的

室内
.0 3.51.5 2.0 2.5 3.0 3.5
C/W

 室内試験値
 実機試験値
 出荷時試験値

1.5% 

ンクリートの室内と実機の強度差

1 2 3

/mm2) 
0 33 

 ▼  

%)

%)
%)

%)

置換率30%に相当す
る相対吸水率(1.9%)

相対吸水率（％）

果の一例(置換率 30%) 

小さくなる傾向にある。こ

り，両者とも同程度の変動

に実機試験に使用するよう

試験用の小型ミキサとでは，



練混ぜ時間や練混ぜ性能の影響により，上記の

差が生じる9)。これらの結果から，室内試験と実

機試験による圧縮強度の差が明確になり，この

差を室内試験の圧縮強度に反映させることで，

実機製造による再生粗骨材コンクリートの圧縮

強度を概ね示すことができる。 

本検討の範囲では，室内試験の圧縮強度(室内

試験値)を 10%低減させた数値が，実機製造の圧

縮強度にほぼ相当した。なお，骨材最大寸法

25mm の再生粗骨材を使用した場合においても，

実機試験と室内試験による圧縮強度の差は 5.7%

程度であり，上述の考えによって実機による圧

縮強度を安全側で評価できる。 

P2でA工場から出荷した再生粗骨材コンクリ

ートは，室内試験における標準養生圧縮強度の

90%の値を用いて水セメント比算定式を決定し，

図－５に示すような再生粗骨材置換率 0%と

50%について呼び強度毎に相対吸水率とセメン

ト水比の関係を求めた。この関係から任意の置

換率(図中：置換率 30%の例)に相当する各呼び強

度を満足する水セメント比の推定が可能となり，

図－２に示した検討結果も踏まえた上で，所要

の品質を満足する再生粗骨材コンクリートの材

料設計(調合)を行った。 

 

5. まとめ 

1)再生骨材コンクリートの製造に関する生コン

工場の対応は，貯蔵設備や出荷量の確保，生コ

ン単価の明確化といった課題が解消されれば，

アンケートの対象とした工場の 67.9%が「製造

可能」と回答した。 

2)骨材置換法による再生粗骨材コンクリートの

品質は，試料採取箇所および同日打設ロット間

の変動が小さく概ね良好であった。また，長さ

変化率や促進中性化深さの目標品質値を満足

することができた。 

3)再生粗骨材コンクリートにおいても普通コン

クリート同様，室内と実機試験による圧縮強度

の差は 10%程度であり，この差を考慮した調合

を検討することで，実機製造においても室内試

験とほぼ同等の性能を得ることが可能である。 
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